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経済産業省関係令和４年度補正予算案のポイント 
 

令和 4 年 11 月 

経 済 産 業 省 
 

１．エネルギー価格高騰への対応と安定供給確保 
 
（１）価格高騰対策 
 
①電気・ガス価格激変緩和対策事業【3 兆 1,074 億円】 

ロシアによるウクライナ侵略等を背景としたＬＮＧ等の燃料価格の高騰によ
り、今後も電気・都市ガス料金の上昇が見込まれる中で、小売事業者を通じ
た激変緩和措置により、家庭や価格転嫁の困難な企業における電気・都市
ガス料金の負担の軽減を図る。 

 
②燃料油価格激変緩和対策事業【3 兆 272 億円】 

長引く原油価格の高騰が経済回復の足かせとなり、国民生活や経済活動に
悪影響が生じるのを防ぐことを目的として、燃料油価格の激変緩和対策事業
を実施することで、ガソリンなどの燃料油の卸価格抑制を通じて、小売価格急
騰の抑制を図る。 
 

③小売価格低減に資する石油ガス配送合理化補助金【138 億円】 
遠隔検針等が可能なスマートメーターや配送車両等の導入、充てん所の自
動化等に資する設備導入により、ＬＰガス事業者のコスト低減及び経営体
質の強化を図る。 

 
④小売価格低減に資する石油ガス設備導入促進補助金【16 億円】 

ＬＰガスの小売価格低減に資するため、需要家側のＬＰガスタンクの大型化
等による燃料備蓄を推進し、需要家及びＬＰガス事業者のコスト低減を図る
観点から、ＬＰガスタンク等の導入支援を行う。 

 
 
（２）省エネルギー 
 
①省エネルギー設備への更新を促進するための補助金【500 億円】 

※国庫債務負担含め総額 1,625 億円 
省エネ性能の高い設備への更新に係る費用を補助することにより、エネルギー
価格高騰に苦しむ中小企業等の省エネ対策を促進。複数年の投資計画に
切れ目なく対応できる新たな仕組みを創設し、まずは今後３年間、集中的に
支援を実施する。   
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②住宅の断熱性能向上のための先進的設備導入促進事業 

【900 億円】 
既存住宅において、熱損失が大きい開口部に対し、高性能設備を用いた改
修等を補助することにより、断熱性能を向上させ、省エネルギー性能の確保を
図る。 

 
③高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費

補助金【300 億円】 
家庭部門の省エネ対策を強力に推進するため、家庭でのエネルギー消費の約
３割を占める給湯分野について、消費者等に対し、高効率給湯器の導入に
係る費用を補助する。 
 

④中小企業等に向けた省エネルギー診断拡充事業【20 億円】 
工場・ビル等の省エネ診断の実施やそれを踏まえた運用改善等の提案に係る
費用を補助することで、中小企業等の省エネを強力に推進する。 

 
 
（３）その他 
 
①需要家主導型太陽光発電及び再生可能エネルギー電源併設型蓄電

池導入支援事業費補助金【255 億円】 
エネルギー危機に強い経済構造への転換を図るべく、ゼロエミッション電源を最
大限に活用する観点から、地域共生を前提に、需要家が小売電気事業者
及び発電事業者と一体となって取り組む太陽光発電の導入や再生可能エネ
ルギー設備への蓄電池の併設の取組について支援を行う。 

 
②再生可能エネルギー導入拡大に資する分散型エネルギーリソース導入

支援事業【250 億円】 
調整力の確保等に向けて、定置用蓄電池、水電解装置、ディマンドリスポン
スに必要な制御システム等の導入を支援することで、再生可能エネルギーの
更なる導入拡大や電力需給の安定化を促す。 

 
③ＳＳ（サービスステーション）の事業再構築・経営力強化事業 

【180 億円】 
カーボンニュートラル社会に向けたＳＳの事業再構築・経営力強化を推し進
め、今後も残り続ける石油製品の需要に対して安定供給を行うための体制を
確保するため、ＳＳの設備投資や人材育成を支援する。 

 


